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荒川総合スポーツセンターの指定管理に関する協定書 

 

荒川区（以下「甲」という。）と            （以下「乙」という。）とは、次のと

おり荒川総合スポーツセンター（以下「スポーツセンター」という。）の指定管理に係る協定（以下

「本協定」という。）を締結する。 

第１章 総 則 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、甲と乙とが相互に協力し、スポーツセンターを適正かつ円滑に管理するために

必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（指定管理者の指定の意義） 

第２条 甲及び乙は、スポーツセンターの管理に関して甲が指定管理者の指定を行うことの意義が、

民間事業者たる乙の能力を活用しつつ、区民等の利用者に対するサービスの効果及び効率を向上

させ、もって区民の健康及び体力の増進並びに生涯スポーツ社会の実現を図ることにあることを

確認する。 

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第３条 乙は、荒川総合スポーツセンター条例（昭和 60年 3 月 15 日条例第 1号。以下「条例」

という。）第 1条に掲げた本施設の設置目的、指定管理者の指定の意義及び施設管理者が行う指

定管理業務（以下「本業務」という。）の実施に当たって求められる公共性を十分に理解し、善

良なる管理者の注意義務をもって、本業務を遂行し、常に利用者の利便性の向上に努めるもの

とする。 
 

（信義誠実の原則） 

第４条 甲及び乙は、互いに協力し信義を重んじ、対等な関係に立って本協定を誠実に履行しなけ

ればならない。 

 

（用語の定義） 

第５条 本協定で用いる用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）「指定開始日」とは、本協定に定める指定期間の開始日をいう。 

（２）「指定管理料」とは、甲が乙に対して支払う本業務の実施に関する対価をいう。 

（３）「法令」とは、すべての法律、政令、省令等及び条例、規則、規程等をいう。 

（４）「募集要項」とは、「荒川総合スポーツセンター指定管理者候補者募集要項」をいう。 

（５）「募集要項等」とは、「募集要項」、「荒川総合スポーツセンター業務水準書」及びそれらに

係る質問回答書をいう。 

（６）「提案書」とは、スポーツセンターの指定管理者の公募に当たり、乙が提出した事業計画書

をいう。 

（７）「自主事業」とは、本業務のうち、乙自らが利用者サービスの向上を図るために行い、甲の

承認を得て実施することができる業務をいう。 

（８）「利用料金」とは、条例第１２条の規定によりスポーツセンターの利用の経費として利用者

が乙に支払う料金のことをいう。 



 
（９）「不可抗力」とは、天災（地震、津波、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂 

崩壊、感染症等）、人災（戦争、テロリズム、暴動等）、法令変更及びその他甲又は乙の責

めに帰すことのできない事由をいう。なお、施設利用者数の増減は、不可抗力に含まないも

のとする。 

 

（管理物件） 

第６条 本業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と管理物品からなるも

のとし、その内容は、次のとおりとする。 

 （１） 管理施設 荒川総合スポーツセンター 東京都荒川区南千住六丁目４５番５号 

 （２） 管理物品 備品一覧表（別表１、別表２）のとおり 

２ 乙は、善良なる管理者の注意を持って管理物件を管理しなければならない。 

 

（指定期間） 

第７条 指定期間は、令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までとする。 

２ 本業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

第２章 本業務の範囲と実施条件 

（本業務の範囲） 

第８条 本業務の範囲は、条例第７条に規定する次の業務とする。 

（１） スポーツセンターの施設及び附帯設備の使用に関する業務 

（２） スポーツ及びレクリエーションの普及・振興に関する業務 

（３） 利用の承認及び利用の不承認に関する業務 

（４） 利用料金の収受、減免及び還付に関する業務 

（５） 利用承認の取消し等に関する業務 

（６） 施設等の変更の承認に関する業務 

（７） スポーツセンターの施設等の維持管理に関する業務 

（８） その他区長が特に必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、荒川総合スポーツセンター業務水準書（別紙１）（以下「水準

書」という。）に定めるとおりとする。 

 

（責任者の設置） 

第９条 乙は、本業務を円滑かつ適正に履行するため、本業務に必要な知識、技能、資格及び経験  

を有する者を責任者として選任し、スポーツセンターに配置しなければならない。 

２ 乙は、防火管理者その他法令上必要な管理者を定め、職員全体の組織体制を甲に報告するもの

とする。 

 

（甲が行う業務の範囲） 

第１０条 次の業務については、甲が自らの責任と費用において実施するものとする。 

（１） 不服申立てに対する決定に関すること。 

（２） 行政財産の目的外使用許可及び当該許可に係る使用料の徴収に関すること。 

（３） 区の広報への本業務に係る記事の掲載に関すること。 

 



 
（業務の実施条件） 

第１１条 乙は、本業務を水準書に基づき実施することとし、水準書に明記されていない事項であ

っても、業務の実施上、必要なものは、甲乙協議の上、乙の負担と責任において行うものとする。 

 

（業務範囲及び実施条件の変更） 

第１２条 甲又は乙は、必要と認めた場合は、相手方に対する通知を以って第８条に定める本業務

の範囲及び前条に定める業務の実施条件の変更を求めることができる。 

２ 甲又は乙は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 業務範囲又は実施条件の変更及びそれに伴う指定管理料の変更については、前項の協議におい

て決定するものとする。 

第３章 本業務の実施 

（本業務の実施） 

第１３条 乙は、本協定及び法令のほか、募集要項等及び提案書に従って本業務を実施するものと

する。 

２ 本協定、募集要項等及び提案書の間に矛盾又は齟齬
そ ご

がある場合は、本協定、募集要項等、提案

書の順にその解釈を優先するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、提案書において水準書を上回る水準が提案されている場合は、提案

書に示された水準によるものとする。 
４ 本業務の解釈に当たって疑義を生じた場合は、甲と乙は誠意を持って協議するものとする。 
 

（休館日及び開館時間） 

第１４条 休館日は、年始（1 月 1日から 3日まで）と月１回程度とする。ただし、保守点検など

施設の安全性を確保するために必要な場合など、甲が必要と認めた場合及び乙が必要と認め甲

が承認した場合は、休館することができる。 

２ 開館時間は、午前 8時から午後 10時 30 分までとする。ただし、甲が必要と認めた場合及び乙

が必要と認め甲が承認した場合は変更できる。 

 

（業務開始準備） 

第１５条 乙は、指定開始日に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、必要な研

修等を行わなければならない。 

２ 乙は、必要と認める場合には、指定開始日に先立ち、甲に対して管理施設の視察を申し出るこ

とができるものとする。 

３ 甲は、乙から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出に応じな

ければならない。 

４ 本条の規定は、本施設に係る指定開始日の前日まで指定管理者の指定を甲から受けていた者が、

指定開始日以降も引き続き指定管理者の指定を甲から受ける場合は適用しない。 

 

（組織及び人員配置） 

第１６条 指定期間中において、乙が組織体制及び人員配置などを変更する場合は、事前に甲の承

認を受けることとする。 



 
２ 乙は、職員の配置及び勤務条件等に関する法令を遵守しなければならない。 

 

（第三者による実施） 

第１７条 乙は、実施体制や個人情報に関する取り交わし内容を証する文書を添付の上、甲に届け

出、事前に甲の承諾を受けた場合を除いて、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせて

はならない。 

２ 乙は、前項に掲げる甲の承諾を受ける場合は、本協定の締結時に、甲が定める様式に基づき、

受託者名、委託の内容及び事業執行場所を記載した書面により行わなければならない。なお、年

度途中に甲の承諾を受ける場合は、必ず当該委託業務開始の前に行うものとする。 

３ 乙が本業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費用において行うものと

し、本業務に関して乙が委託し、又は請け負わせた第三者の責めに帰すべき事由により生じた損

害及び増加費用については、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみ

なして、乙が負担するものとする。 

４ 乙は、上記第三者からさらに他の事業者に委託することは原則として認めてはならない。 
 

（管理施設の改修等） 

第１８条 甲は、管理施設の改修、改造、増築及び移設を行うときは、自己の責任と費用におい

て実施するものとする。 
ただし、乙が提案した改修であって、甲及び乙が認める場合は、乙の費用と責任において実施する

ものとする。 

２ 乙は、管理物件を良好な状態で維持及び保全（軽微な修繕及び整備を含む。）するため、区から

提示する修繕費の範囲内で施設の修繕を実施するものとする。 

３ 管物件の修繕については、１件につき１００万円（消費税及び地方消費税を含む。）を超えるも

のについては甲が自己の費用と責任において実施するものとする。 

 

（環境への配慮） 

第１９条 乙は、本業務の実施に当たり、荒川区役所環境配慮率先行動計画の環境方針、環境目的

及び環境目標に従って省エネルギー、廃棄物の発生の抑制、リサイクルの推進等を徹底し、環境

負荷の低減に努めなければならない。 

２ 乙は、事業計画及び事業報告に環境負荷の低減のための管理施設のエネルギー使用量及び環境

教育・訓練計画等を記載するものとする。 

 

（緊急時の対応等） 

第２０条 指定期間中、本業務の実施に関連して事故、災害等の緊急事態が発生した場合は、乙は

速やかに必要な措置を講じるとともに、甲を含む関係機関に対して事故等が発生した旨を通報及

び報告しなければならない。 

２ 乙は、前項の対応及び処理の経過等を記録しておくものとし、甲は、その報告を求め、又は必

要に応じて調査をすることができる。 

３ 乙は、危機管理体制を構築するとともに、対応マニュアル及び消防計画を作成の上、職員の指

導及び災害時の対応について随時訓練等を行うものとし、消防署、警察等から指摘があった場合

は、直ちに改善措置を講ずるものとする。 

４ 乙は、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）が使用できる職員をスポーツセンターに配置するものと

する。 

 



 
（地域防災の協力等） 

第２１条 甲は、災害の発生その他特別の事情がある場合は、荒川区地域防災計画（以下「防災計

画」という。）に基づき、スポーツセンターの施設を優先的に使用することができる。 

２ 乙は、防災計画の趣旨を十分尊重し、これに協力しなければならない。 

３ 甲及び乙は、災害時等の対応について、別途締結する協定（以下「防災協定」という。）におい

て定めることとする。 

４ 防災協定では、災害時等の指定管理業務、避難所等の運営への協力、費用負担、備蓄及び訓練、

補償及び荒川区外における災害時等における協力等について定める。 

５ 防災協定により備蓄品の保管が必要となる場合、甲は、乙が適切な保管場所を確保するよう求

めることができる。 

６ 防災協定により甲が本施設を使用した場合における甲乙間の業務分担、費用負担等については、

甲乙協議の上、その都度定める。 

 

（近隣住民への配慮・苦情への対応） 

第２２条 乙は、指定期間中、自己の責任及び費用において、本業務の遂行のために合理的に要求

される範囲内において近隣住民に配慮した施設運営に努めるとともに、スポーツセンター周辺

の環境維持のため、必要な対策を講じなければならない。 

２ 前項の規定に基づく対策の実施にあたり、乙はあらかじめ甲に対し報告をするものとし、甲は、

乙に対し合理的な範囲内において協力するものとする。 

３ 乙は、本業務の実施に当たり、利用者及び近隣住民等から苦情を受けた場合は、速やかにその

対応を行い、苦情の解消に努めなければならない。 

４ 乙は、前項の対応及び処理の経過等を記録し、甲は、その報告を求め、又は必要に応じて調査

をすることができる。 

 

 

（自主事業の実施） 

第２３条 乙は、スポーツセンターの利用者の利便を向上させる目的で、乙の費用と責任により、

自主事業を実施することができるものとする。 

２ 乙は、自主事業を実施する場合は、甲に対して事業計画書を提出し、甲の承諾を得なければな

らない。この場合において、甲と乙とは、事前に協議を行うものとする。 

３ 甲及び乙は、自主事業を実施するに当たっては、協議により自主事業の実施条件等を定めるこ

とができる。 

 

（事業協力） 

第２４条 乙は、本業務の実施に当たっては、積極的に甲と連携を図り、相互協力の下に、利用者

の利便の向上及び区のスポーツ振興に寄与するものとする。 

２ 乙は、甲が主催する事業及び体育団体の活動関する事業等に対して、可能な限りこれに協力す

るものとする。 

第４章 個人情報の保護及び情報の公開に関する事項 

（情報管理） 

第２５条 乙又は本業務の全部若しくは一部に従事する者は、本業務の実施によって知り得た秘密



 
及び甲の行政事務等で一般に公開されていない事項を外部へ漏らし、又は他の目的に使用しては

ならない。指定期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同様とする。 

２ 乙は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）の趣旨に基づき、業務の処理
のために甲から提供された個人情報（個人情報の保護に関する法律第 2条第 1項に規定する個
人情報をいう。）並びに業務の処理の過程で取得した個人情報及び知り得た個人の秘密（以下

「個人情報等」という。）を保護するため、別紙１の規定を順守しなければならない。ただし、

個人情報等を取り扱うことのない場合はこの限りでない。 
 

３ 甲は、乙が管理施設の管理運営に関する業務について作成し、又は取得した文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録であって甲が管理していないもの（以下「文書等」という。）に関する外

部提供及び自己情報の開示等の請求があったときは、乙に対し、当該文書等を甲に提出するよう

求めるものとする。 

４ 乙は、前項の規定により文書等の提出を求められたときは、速やかにこれに応じなければなら

ない。 
５ 甲は、乙が第１項から第２項までに掲げる事項に違反し、又は怠った場合は、その事実及び乙

の名称を公表できるとともに、当該事実によって生じた損害について、乙に賠償を求めることが

できる。 

７ 甲及び乙は、荒川区の設置及び運用に関する条例（平成２５年荒川区条例第２８号）及び荒川

区防犯カメラの設置及び運用に関する条例施行規則（平成２５年荒川区規則第４０号）の趣旨に基

づき、別紙３の防犯カメラの運用に関する覚書を遵守するものとする。 

（情報公開） 

第２６条 乙は、荒川区情報公開条例（昭和６３年荒川区条例第３４号）に準じて、本業務に関し

て情報の公開を行うものとする。 

第５章 備品等 

（甲による備品の貸与） 

第２７条 甲は、別表１に示す備品等（Ⅰ種）（以下「備品等（Ⅰ種）」という。）を、無償で乙に貸

与する。 

２ 乙は、指定期間中、備品等（Ⅰ種）を常に良好な状態に保つものとする。 

３ 備品等（Ⅰ種）が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、甲は、

乙の申出により、必要に応じて甲の負担で当該備品等を購入し、又は調達するものとする。 

４ 乙は、故意又は過失等により備品等（Ⅰ種）をき損し、又は滅失したときは、甲との協議の上、

乙の負担で当該備品等と同等の機能及び価値を有するものを購入し、又は調達しなければならな

い。 

５ 指定期間が終了した際の取扱いは、第 57条に定める。 
 

（乙による備品等の購入） 

第２８条 乙は、別表 2に定める備品等（Ⅱ種）（以下「備品等（Ⅱ種）」という。）を、本業務の中

で購入又は調達し、本業務実施のために供するものとする。 

２ 備品等（Ⅱ種）が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、乙は、

本業務の中で当該備品等を購入又は調達するものとする。 

３ 乙は、第 1項に定めるもののほか、甲の承認を得たうえで備品等を購入又は調達し、本業務実



 
施のために供することができるものとする。（以下「備品（Ⅲ種）」という。） 

４ 備品（Ⅱ種）、備品（Ⅲ種）に関し、指定期間が終了した際の扱いは、第 57 条に定める。 

第６章 経理に関する事項 

（独立会計の原則） 

第２９条 乙は、施設ごとの会計を独立させ、管理しなければならない。 
 

（経費の考え方） 

第３０条 本業務の経費は「管理運営費」、「人件費」及び「修繕費」の３区分に分類する。 
２ 収支計画書は別表３のとおりとする。管理運営費のうち、本部経費として取扱う経費は別表４

のとおりとする。 

 

（収入の考え方） 

第３１条  本施設は、利用料金制を導入することとし、乙は利用者が支払う利用料金及び乙が実施 
する事業に伴う収入（以下「その他の収入」という。）を自らの収入とすることができる。ただ

し、第４７条に定める利用料金の前受金のうち、指定期間の最終年度における利用料金の前受金

は除くものとする。 
２ 乙は、想定される支出額から利用料金及びその他の収入を引いた額を指定管理料として収入と

することができる。 

 

（支出の考え方） 

第３２条 乙は指定管理料、利用料金及びその他の収入により管理運営するものとする。 
２ 乙は、経費の区分ごとに独立した経理をすることとし、経費の区分間での流用は認めない。 
 

（利益の考え方） 

第３３条 本業務において、収支計画書（別表３）に確保したい利益額を提示すること。提案され

た額は原則として、指定期間を通して変更しないものとする。 
 

（収支差額の取扱い） 

第３４条 乙は、次に掲げる経費の区分に応じ、それぞれ次に定めるとおり決算を行う。 
（１）人件費収支差額 

・ 収支（人件費）における総収入額と総支出額の差額を「人件費収支差額」とし、人件費収

支差額が発生した場合は、全額を区へ返還する。返還する際は、人件費収支差額に消費税額

を加えた額を返還額とする。 

・ ここでいう総収入額は、収支計画書に記載した人件費の支出総額と同額とする。 

・ 人件費収支差額がマイナスとなった場合は、乙の負担とする。ただし、特段の事由が認め

られる場合は、別途協議することとする。 

（２）修繕費収支差額 

・ 収支（修繕費）における総収入額と総支出額の差額を「修繕費収支差額」とし、修繕費収

支差額が発生した場合は、全額を区へ返還する。 

・ ここでいう総収入額は、収支計画書に記載した修繕費支出総額と同額とする。 

（３）利益・管理運営費収支差額 



 
・ 収支（管理運営費）における総収入額と総支出額の差額を「利益・管理運営費収支差額」

とする。 

・ ここでいう総収入額は、「収入の決算額（指定管理料と指定管理料以外の収入の和）」から

「（１）の収支（人件費）の総収入額＋（２）の収支（修繕費）の総収入額」を差し引いた額

とする。 

・ 利益・管理運営費収支差額が、収支計画書に記載する確保したい利益の額を上回った場合

は、当該差額の２分の１を区に納付する。ただし、１円未満の端数は切り捨てとする。 

・ 利益・管理運営費収支差額が、収支計画書に記載する利益の額を下回った場合は、区が下

回った利益は補填しないものとする。 

（４）各収支の独立精算について 

・ それぞれの収支差額は独立して精算することとし、他の収支差額から流用はできないこと

とする。 

第７章 事業計画書、事業報告書等 

（事業計画書の提出等） 

第３５条 乙は、毎年度甲が指定する期日までに提案書の内容を反映した事業計画書及び収支計画

書を提出し、甲の承認を得なければならない。 

２ 甲及び乙は、事業計画書を変更しようとするときは、甲と乙との協議により決定するものとす

る。 

（事業報告書等） 

第３６条 乙は、毎年度の半期（４月～９月）終了後、本業務（自主事業を含む。）に係る次に掲げ

る事項を、半期終了後翌月の末日までに文書で甲に報告しなければならない。 

（１） 事業の運営・実施状況（教室内容・参加者数等） 

（２） 施設の利用状況（利用者数、利用団体数等） 

（３） 利用料金、参加料等の収入 

（４） 管理経費の支出状況（光熱水費等） 

（５） 施設維持管理（清掃・点検・修繕実績等） 

（６） 利用者意見・要望等の状況（アンケート集計等） 

（７） 職員体制・人材育成（研修等の実績） 

（８） その他甲がスポーツセンターの管理運営の実態を把握するために必要と認める事項 

第３７条 乙は、毎年度終了後、当該年度の本業務（自主事業を含む。）に係る次に掲げる事項を、

翌月の末日までに文書で甲に報告しなければならない。 

（１） 事業の運営・実施状況（教室内容・参加者数等） 

（２） 施設の利用状況（利用者数、利用団体数、事業参加者数等） 

（３） 利用料金、参加料等の収入、収支報告 

（４） 管理経費の支出状況（光熱水費等） 

（５） 施設維持管理（清掃・点検・修繕実績等） 

（６） 利用者意見・要望等の状況（アンケート集計等） 

（７） 職員体制・人材育成（研修等の実績） 

（８） その他甲がスポーツセンターの管理運営の実態を把握するために必要と認める事項  

２ 乙は、甲が第５８条の規定により年度途中において乙に対する指定管理者の指定を取り消した

場合には、指定が取り消された日から起算して３０日以内に当該年度の当該日までの間の本業



 
務に係る第１項各号に掲げる事項を記載した事業報告書を甲に提出しなければならない。 

３ 甲は、必要があると認めるときは、事業報告書の内容又はそれに関連する事項について、乙に

対して文書による報告若しくは口頭による説明を求めることができる。 

４ 乙は、その他甲が施設の状況等を把握するために必要な事項を記載した報告書を甲が指定する

期日までに提出しなければならない。 
 

 
（甲による業務実施状況の審査等） 

第３８条 甲は前条により乙が提出した事業報告書に基づき、乙が行う業務の実施状況及び施設の

管理状況の審査を行うものとする。 

２ 甲は、前項における審査のほか、乙による業務実施状況等を審査することを目的として、随時、

管理物件へ立ち入り、又は乙に対して本業務の実施状況や本業務に係る管理経費等の収支状況等

について説明を求めることができる。 
３ 甲は、前２項の審査の実施に当たっては、その一部を、専門知識を有する者により行わせるこ

とができる。 

４ 乙は、甲から第２項の審査等の申出を受けた場合は、その申出に誠実に応じなければならない。

ただし、合理的な理由がある場合にあってはこの限りでない。 
 

（甲による業務の改善の指示等） 

第３９条 甲は、前条による審査の結果、乙による本業務の実施が法令、本協定及び募集要項等甲

が示した条件又は提案書の水準を満たしていないと判断した場合は、乙に対し必要に応じて、業

務の改善に関する指導、勧告又は指示を行うものとする。 

２ 乙は、前項に定める改善の指示を受けた場合は、速やかにそれに応じなければならない。 

 

（甲による実績評価） 
第４０条 甲は、毎年度終了後、協定第３８条の審査等を踏まえて、乙の業務等に対する実績評価

を行うものとする。 
２ 乙は、実績評価にあたり、別紙４に掲げる事項を、翌年度５月 20 日までに文書で甲に提出も
しくは保管しておかなければならない。 

３ 甲は、実績評価の結果等から必要があると認められた場合には、乙に対して速やかに業務内容

の改善、是正等の措置を講ずるよう指示することができる。 
 
（自己評価） 
第４１条 乙は、第３７条の事業報告書において、本業務の遂行状況について自己評価を行うもの

とする。 

第８章 指定管理料 

（指定管理料の支払い） 

第４２条 甲は、本業務の実施の対価として、乙に対して指定管理料を支払う。 

２ 甲が乙に対して支払う指定管理料の詳細については、次のとおりとする。なお、各年度４回に

分けて支払うものとし支払金額及び請求書提出月については、別紙５「指定管理料支払額等一覧」

のとおりとする。 



 
  １年あたり 金 144,515,338円（消費税及び地方消費税を含む） 
３ 乙は、別紙５「指定管理料支払額等一覧表」の定める支払月に指定管理料の支払いに関する請

求書を甲に提出するものとする。 

４ 甲は、前項の請求書を受理した日から３０日以内に、乙に対して指定管理料を支払うものとす

る。 

（指定管理料の改定） 
第４３条 甲又は乙は、指定期間中、賃金及び物価水準の大幅な変動等により当初合意された指

定管理料が不適当となったと認めたときは、相手方に対して通知をもって指定管理料の改定を申

し出ることができるものとする。 
２ 甲又は乙は、前項の規定に基づく申出を受けたときは、協議に応じなければならない。 
３ 改定の可否及び改定額については、前項の規定に基づく協議により決定するものとする。 

第９章 利用料金等 

（利用料金の収入） 

第４４条 乙は、条例第１２条第２項の規定により、利用料金を乙の収入として収受することがで

きる。 

 

（利用料金の決定） 

第４５条 乙は、利用料金を、条例第１２条第１項に規定する額の範囲内において定めるものとす

る。ただし、その決定及び改定については事前に甲の承諾を受けるものとし、必要に応じて甲及

び乙は協議を行うものとする。 

 

（団体の優先利用） 

第４６条 甲は、甲及び荒川区体育協会に加盟している団体が優先利用する事業日程を、前年度の

９月下旬までに調整し、速やかに乙に通知する。乙は、この日程について優先的に利用を承認す

る。 

 

（利用料金の前受金の取扱い） 

第４７条 利用料金の前受金とは、当該年度中に利用者等により支払われた利用料金収入のうち、

翌年度の利用に伴う利用料金のことを指す。 

２ 甲は、乙が指定管理者となる年度に係る利用料金を前受金として収入しているときは、当該前

受金に相当する額を指定期間の初年度５月末までに乙に対し支払うものとする。 

３ 乙は、利用料金の前受金を、第６７条に定める銀行口座とは別口座で管理し、当月に受けた利

用料金の前受金の金額及び当該口座の当月末日の残高を証明する書類を翌月の末日までに甲に

通知、提出するものとする。 

４  乙は、当該年度に受けた翌年度分の利用料金の前受金を、翌年度５月末日までに前項に定める

口座から一括して引き出し、第６７条に定める銀行口座に入金する。なお、当該年度末日までに

付された前受金の利息は、乙の当該年度収入に含めるものとする。 

５ 乙は指定期間の最終年度に受けた利用料金の前受金については、最終年度の前受金の総額を指

定期間の最終年度３月末までに甲に通知し、甲が発行する納付書により甲に納付するものとす

る。ただし、甲が必要と認める場合、当月に受けた利用料金の前受金を翌月の末日までに甲に通

知し、甲が発行する納付書により甲に納付するものとする。 



 
６ 第２項及び前項において、乙が最終年度以降の指定管理業務を継続することが決定している場

合、乙は、当該年度に受けた翌年度分の利用料金の前受金を、翌年度５月末日までに第３項に定

める口座から一括して引き出し、第６７条に定める銀行口座に入金する。なお、当該年度末日ま

でに付された前受金の利息は、乙の当該年度収入に含めるものとする。  
７ 指定期間満了以前の指定の取消し時の取扱いについては、第５項と同様の取り扱いとする。 

８ 第３項及び第５項において、期限の日が閉庁日の場合は、その翌開庁日までとする。 

 

（回数券の精算） 

第４８条 平成１８年度以前に発行した個人使用回数券が指定期間中に使用された場合は、乙が使

用された個人使用回数券を添付の上、甲に対して請求し、甲は使用された個人使用回数券の額面に

相当する額を乙に対し支払うものとする。 

第１０章 損害賠償等 

（責任分担） 

第４９条 第８条で定めた本業務の範囲における責任分担は別表５のとおりとする。 

２ 本条に定める甲及び乙の責任区分は原則とし、これに疑義がある場合又は別表５に定めのない

責任が生じた場合には、原則として甲と乙の協議により決定するものとする。 

 

（損害賠償等） 

第５０条 乙は、故意又は過失により管理物件をき損し、又は滅失したときは、それによって生じ

た損害を甲に賠償しなければならない。 

２ 乙は、本業務の実施に当たり、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えたときは、その損

害を賠償しなければならない。 

３ 乙は、指定管理者の指定を取り消された場合において、甲に損失が生じたときは、その損失を

補填しなければならない。 

４ 前３項に規定する場合において、甲は、特別の事情があると認めたときは、その全部又は一部

を免除することができる。 

 

（第三者への賠償） 

第５１条 乙は、本業務の実施に当たり、乙の責に帰すべき事由により第三者に損害を与えたとき

は、その損害を賠償しなければならない。ただし、その損害が甲又は甲乙双方の責めに帰すこと

ができない事由による場合は、この限りでない。 

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について、第三者に対してその損害を賠償

したときは、乙に対して、賠償した金額その他賠償に伴い発生した費用を求償することができる。 

 

（保険） 

第５２条 甲は、管理施設について、火災保険に加入するものとする。 

２ 乙は、本業務の実施にあたり、施設賠償責任保険及び第三者賠償責任保険に加入するものとす

る。 

３ 乙は、前項の規定により加入した保険証券の写しを甲に提出するものとする。 

 

（不可抗力発生時の対応） 



 
第５３条 乙は、不可抗力が発生した場合は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応措置

をとり、不可抗力により発生する損害、損失及び増加費用（以下「損害等」という。）を最小限に

するよう努力しなければならない。 

 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第５４条 乙は、不可抗力の発生に起因して、甲及び乙に損害等が発生した場合は、その内容及び

程度を詳細に記載した書面を作成し、甲に通知するものとする。 

２ 甲は、前項の規定による通知を受け取ったときは、損害等の状況の確認を行った上で甲と乙と

の協議を行い、不可抗力の判定、費用負担等を決定するものとする。 

３ 不可抗力の発生に起因して乙に損害等が発生した場合は、合理性が認められる範囲において、

当該損害等に乙が費やした費用を甲が負担するものとする。ただし、乙が加入した保険によりて

ん補された金額相当分については、甲の負担に含まないものとする。 

４ 不可抗力の発生に起因して甲に損害等が発生した場合は、当該損害等は甲の負担により処理す

るものとする。 

 

（不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第５５条 前条第２項の協議の結果、不可抗力の発生により本業務の一部の実施ができなくなった

と認められた場合は、乙は、不可抗力による影響を受ける限度において本協定に定める義務を免

れるものとする。 

２ 甲は、乙が不可抗力により業務の一部を実施できなかった場合、乙と協議の上、当該乙が実施

できなかった業務について甲が支払うべき指定管理料相当額を、当初の指定管理料から減額する

ことができる。 

第１１章 指定期間の満了 

（本業務の引継ぎ等） 

第５６条 乙は、指定期間の満了に際し、甲又は甲が指定する者に対し、十分な期間を設けて本業

務の引継ぎ等を行わなければならない。 
２ 乙は、甲又は甲が指定するものに対し、適切に本業務の引継ぎ等が行われたことを証明する書

面を甲へ提出しなければならない。 
３ 甲は、本協定の満了に先立ち、乙に対して、甲又は甲が指定する者による管理施設の視察を申

し出ることができる。 

４ 乙は、甲から前項の規定による申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除き、その申

出に応じなければならない。 

 

（原状回復義務） 

第５７条 乙は、第７条第１項に定める指定期間の終了までに、指定開始日を基準として管理物件

を、原状に回復し、甲に対し明け渡さなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲が認めた場合には、乙は、管理物件の原状回復は行わずに、別途

甲が定める状態で甲に対して管理物件を明け渡すことができるものとする。 

 

（備品の取扱い） 

第５８条 指定期間の終了に際し、備品の扱いについては、次のとおりとする。 



 
（１）備品（Ⅰ種）及び備品（Ⅱ種）については、乙は、甲又は甲が指定する者に対して引き継が

なければならない。 

（２）備品（Ⅲ種）については、原則として乙が自己の責任と費用において撤去するものとする。

ただし、甲と乙の協議において両者が合意したときは、乙は、甲または甲が指定する者に対して

引き継ぐことができるものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、乙が任意に購入し、又は調達した備品等は、原則として乙が自己の

費用と責任で撤去し、又は撤収するものとする。ただし、甲と乙との協議において両者が合意し

た場合は、乙は、甲又は新たに指定管理者となるものに対して引き継ぐことができるものとする。 

第１２章 指定期間満了以前の指定の取り消し 

（甲による指定の取消し等） 

第５９条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その指定を取り消し、又

は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとする。 
（１） 本業務の実施に際し不正行為があったとき。 

（２） 本業務の実施にあたり、甲に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだ

とき 

（３） 本協定、法令のほか、募集要項等及び提案書内容を履行せず、又はこれらに違反したと

き。 

（４） 指定管理者の指定の申請の際に提出した書類に偽りがあることが判明したとき。 

（５） 乙が、公募要項等に定める応募資格を有しなくなったとき、又は指定期間中に応募資格

を欠いたとき 

（６） 前各号に掲げる場合のほか、乙が指定管理者として管理業務を継続することが適当でな

いと甲が認めるとき 

（７） 甲の申し出に乙が誠実に対応しないとき 

（８） その他乙によるスポーツセンターの管理を継続することが適当でないと認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定に基づき、指定の取消しを行うときは、事前に理由を付して指定の取消し

を乙に通知した上で、次の事項について乙と協議を行わなければならない。 

（１） 指定の取消しまでの猶予期間の設定 

（２） その他必要な事項 

３ 甲は、第１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停

止を命じたときは、乙に対し指定管理料の全部又は一部の返還を求めることができる。乙は、指

定管理料の全部又は一部について返還を求められたときは、甲に対し当該指定管理料の全部又は

一部を返還しなければならない。 

４ 乙は、第１項の規定により甲が指定管理者の指定を取り消したときは、当該年度の協定書に定

める施設の管理運営のために必要な経費（管理運営費、人件費及び修繕費の予算額の合計額をい

う。）の額に 10分の 1を乗じて得た額に相当する額を違約金として、その請求を受けた日から 30

日以内に甲に支払うものとする。 

５ 前項の規定にかかわらず、現実に甲に生じた損害額が前項各号の規定により算出した額を超え

るときは、甲は乙に対してその分を損害賠償額として請求することができる。 

６ 第１項の規定により指定の取消し等を行った場合において、乙に発生した損害、損失や増加費

用について、甲は、その賠償の責めを負わないものとする。 

（乙による指定の取消し等の申出） 



 
第６０条 乙は、次のいずれかに該当する場合、甲に対して指定の取消しを申し出ることができ

るものとする。 
（１） 甲が本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき 

（２） 甲の責めに帰すべき事由により乙が損害又は損失を被ったとき 

２ 甲は、前項の申出を受けた場合、乙との協議を経て指定の取消の可否その他必要な対応を決定

するものとする。 

３  

甲は、第１項の規定により甲が指定を取り消した場合において、乙が損害を受けたときは、その損

害を賠償しなければならない。なお、賠償額は甲と乙とが協議のうえ定める。 

 

（不可抗力による指定の取消し等） 

第６１条 甲又は乙は、不可抗力の発生により、本業務の継続等が困難と判断した場合は、相手方

に対して指定の取消し等の協議を求めることができるものとする。 

２ 前項の協議の結果、やむを得ないと判断された場合は、甲は、指定の取消し等を行うものとす

る。 

３ 前項における取消しによって乙に発生する損害、損失及び増加費用は、合理性が認められる範

囲で甲が負担することを原則として甲と乙の協議により決定するものとする。 

（指定期間終了時の取扱い） 

第６２条 第５６条から第５８条までの規定は、前３条の規定により指定期間が終了した場合に、

準用する。ただし、甲と乙とが合意した場合は、この限りでない。 

第１３章 その他 

（法令等の遵守） 

第６３条 乙は、労働基準法、労働安全衛生法及び最低賃金法を始めとした関係法令等を遵守し、

第３５条第 1項の事業計画書及び指定管理者の選定に係る公募の際に提案した事業（甲が承認し
たものに限る。）の内容に基づき、誠実に指定管理業務を実施するものとする。 

 

（権利及び義務の譲渡の禁止） 

第６４条 乙は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならな

い。ただし、事前に甲の承諾を受けた場合は、この限りでない。 

 

（運営会議等の設置） 

第６５条 甲及び乙は、本業務を円滑に実施するため、情報交換及び業務の調整を図るための運営

会議を設置する。 

 

（監査等への出席） 

第６６条 甲は、乙に対し本業務の実施に関連する監査委員の監査又は外部監査及び各種会議（以

下「監査等」という。）への出席並びに監査等に必要な関係書類の提出を求めることができる。 

 

（公租公課の負担） 

第６７条 本業務の実施に関連して生ずる公租公課は、すべて乙の負担とする。ただし、法令等の

改正により課された新たな公租公課により乙に生じた増加費用の負担については、甲と乙との協

議により決定するものとする。 



 
 

（本業務の実施に係る指定管理者の口座） 

第６８条 乙は、本業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理することを目的として、本業務に

固の金融機関の口座を開設し、その適切な運用を図るものとする。 

 

（請求、通知等の様式） 

第６９条 本協定に関する甲乙間の請求、通知、申出、報告、承諾及び解除は、本協定に特別の定

めがある場合を除き、書面により行うものとする。 

２ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる言語は、日本語とする。 

３ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる計量単位は、本協定に特別の定めがある場合を除き、

計量法(平成 4年法律第 51 号)の定めるところによる。 

 

（区内業者の活用） 

第７０条 本業務の実施に当たっては、乙は極力区内業者の活用を図るものとする。 

 

（協定の変更） 

第７１条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更したとき又は特別な事情が生じたとき

は、甲と乙の協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 
（解釈） 

第７２条 甲が本協定の規定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、又は説明若しく

は報告を求めたことをもって、甲が乙の責任において行うべき業務の全部又は一部について責任

を負担するものと解釈してはならない。 
（疑義についての協議） 

第７３条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき、又は本協定に特別の定めのない事

項については、甲、乙協議の上、別途定めるものとする。 

 

（裁判管轄） 

第７４条 本契約に関する紛争は、東京地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 

 

（暴力団等排除に関する特約事項） 

第７５条 暴力団等排除に関する特約条項については、別紙６に定めるところによる。 

 

 本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を

保有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
令和７年４月１日 

 

甲 

所在地 東京都荒川区荒川二丁目２番３号 

名 称 荒 川 区        

        代表者 荒川区長 西川 太一郎 

 

乙 

所在地  

名 称  

代表者  

 



別紙２（第２６条関係） 

 

【作業責任者・作業従事者に係る規定】 

１ 受託者は、その従業者（派遣労働者を含む。以下同じ。）の中から個人情報等を取り扱う業務に係

る作業責任者及び作業従事者を定め、文書により委託者に届け出なければならない。 

 

２ 受託者は、作業責任者を変更する場合は、事前に文書により委託者に申請し、その承認を受けなけ

ればならない。 

 

３ 受託者は、作業従事者を変更する場合は、事前に文書により委託者に届け出なければならない。 

 

４ 受託者は、１の作業責任者及び作業従事者に対して、秘密保持に関して誓約させなければならな

い。 

 

５ 受託者は、４により作業責任者及び作業従事者から秘密保持に関する誓約書を徴取した場合（委託

者と協議し、誓約書の写し以外の提出をもって確認をする場合を除く。）は、その写しを委託者に提

出し、確認を受けなければならない。 

 

６ 受託者は、その従業者を１の作業責任者又は作業従事者とするに当たっては、個人情報等の適正な

取扱いが確保されるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

 

７ 受託者は、個人情報等の適正な取扱いの確保のため、１の作業責任者及び作業従事者に対し、必要

な教育、研修等を実施しなければならない。 

 

【作業場所に係る規定】 

８ 受託者は、個人情報等を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、委託業務の着手前に

文書により委託者に届け出なければならない。 

 

９ 受託者は、作業場所を変更する場合は、事前に文書により委託者に申請し、その承認を得なければ

ならない。 

 

10 受託者は、８により委託者に届け出た作業場所（委託者に作業場所の変更を申請し、その承認を得

た場合にあっては、当該変更後の作業場所）から個人情報等を持ち出してはならない。 

 

【秘密保持、利用目的以外の目的のための利用の禁止等に係る規定】 

11 受託者は、個人情報等の内容を第三者に漏らしてはならない。委託業務終了後も同様とする。 

 

12 受託者は、個人情報等について、委託者が個人情報の保護に関する法律第61条第１項の規定により

特定した利用目的（特に明示がない場合は本委託業務の目的）以外の目的で使用してはならない。 

 

13 受託者は、委託者が指定した項目以外の個人情報等を取得してはならない。 

 

【複製等の制限に係る規定】 

14 受託者は、委託業務の処理以外の目的で個人情報等を複製してはならない。 

 

15 受託者は、委託業務の処理のために個人情報等を複製する場合は、個人情報等の複製を必要最小限

に限定しなければならない。 

 

【善管注意義務に係る規定】 

16 受託者は、個人情報等の取扱いにあっては、善良な管理者の注意をもって当たり、作業責任者の配

置、保管場所の限定、保管庫の施錠その他の個人情報等の漏えい、滅失、毀損等（以下「漏えい等」

という。）を防止するために必要な措置を講じなければならない。 

 

【個人情報の授受に係る規定】 

17 受託者は、委託業務の処理のために個人情報等を授受する場合は、個人情報等の漏えい等を防止す



るため、パスワード等を使用して権限を識別する機能を設定する等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

【システム処理する場合の対策に係る規定】 

18 受託者は、個人情報等を取り扱う業務について、電子計算機により処理をする場合は、不正アクセ

ス、コンピューターウイルス等による個人情報等の盗用、破壊、漏えい、改ざん等に対する防御機能

を装備した電子計算機を使用しなければならない。 

 

【再委託に係る規定】 

19 受託者は、個人情報等を取り扱う業務の処理を第三者に再委託してはならない。ただし、一部の業

務について、やむを得ず再委託する必要があるときは、委託者の承認を受けた上で、委託者が受託者

に求めた個人情報等の適切な管理のために必要な措置と同様の措置を、当該業務を実施する者におい

ても講ずるよう、当該再委託を受託する者（以下「再受託者」という。）との委託契約において定

め、かつ、当該業務を実施する者の名称、業務の内容及び履行場所を委託者に報告しなければならな

い。 

 

【報告、実地検査等に係る規定】 

20 受託者は、個人情報等を取り扱う業務に係る契約内容の遵守状況について、定期的に、委託者に報

告をしなければならない。 

 

21 委託者は、個人情報等の漏えい等その他個人の権利利益を害するおそれのある事案の発生を認識し

た場合その他特に必要がある場合（作業場所の受託者以外の者の立入を禁止している場合等であっ

て、実地検査の方法について委託者と協議し、その承認を得たときを除く。）は、個人情報等の管理

の状況について実地検査をすることができ、受託者はこれに応じなければならない。 

 

【返還及び消去等に係る規定】 

22 受託者は、委託業務が終了し、又はその契約が解除されたときは、個人情報等が記録されている媒

体（その複製を含む。）を速やかに返還し、又は個人情報等の復元若しくは判読が不可能な方法（個

人情報等を取り扱う業務において外部サービスを利用している場合にあっては、委託者と協議し、そ

の承認を得た方法）により、当該個人情報等の消去若しくは当該個人情報等が記録されている媒体の

廃棄をしなければならない。 

 

【漏えい等事案発生時の対応に係る規定】 

23 受託者は、個人情報等の漏えい等その他個人の権利利益を害するおそれのある事案の発生を認識し

た場合には、受託者の監督が及ぶ範囲において、その責任を負うものとし、速やかに委託者に当該事

実が発生した旨、被害状況、復旧等の措置及び本人（個人情報等により識別されることとなる特定の

個人をいう。）への対応等について報告しなければならない。この場合において、委託者から更なる

報告を求められ、又は何らかの措置若しくは対応の指示を受けたときは、受託者は当該報告をし、又

は当該指示に従うものとする。 

 

上記のうち、５・18の項目については電子計算機により処理するものに関する保護措置である。 

 

 



別紙３ 

防犯カメラの運用に関する覚書 

 

荒川区（以下「甲」という。）と＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「乙」という。）は荒川総合スポーツセ

ンターに設置されている防犯カメラの運用に関して、次のとおり覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。 
 

 
（条例の遵守） 
第 1 条 乙は、荒川区防犯カメラの設置及び運用に関する条例（平成 25 年荒川区条例第 28 号）及び荒川区防
犯カメラの設置及び運用に関する条例施行規則（平成 25年荒川区規則第 40号）を遵守する。 

 
（防犯カメラの運用） 
第 2 条 乙は、防犯カメラの設置目的の理解と適正な運用の徹底を図るため、荒川総合スポーツセンターの全職
員に、別紙のとおり、荒川総合スポーツセンターにおける防犯カメラの設置及び運用に関する基準（以下「設

置運用基準」という。）を配布し、設置運用基準に基づき、防犯カメラの運用を行う。 
 
（個人情報保護） 
第 3 条 乙は、防犯カメラにより取得する個人情報の取扱いについては、甲乙間で締結された荒川総合スポーツ
センターの管理に関する協定書（令和７年 4月 1日付締結）第２５条及び設置運用基準を遵守する。 

 
（画像データの取扱者） 
第 4 条 設置運用基準第５条第２項に定める画像データを取り扱う者は、荒川総合スポーツセンターにおいて、
館長の職に就く者に特定する。 
  



別紙４ (第７３条関係) 
 
（暴力団等排除に係る契約解除） 
第１条 甲は、乙（乙が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者をいう。以下同じ）が次の各号のいずれ
かに該当するときは、この契約を解除するものとする。この場合においては、何ら催告を要しないものとする。 
(1) 法人の役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは営
業所の代表者をいう。以下同じ）若しくは使用人が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第 77 号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員および暴力団員でなくなった日か
ら５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であるとき、又は暴力団員等が乙の経営に事実上参加し

ていると認められるとき。 
(2) 法人の役員等が、自社、自己若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって暴対法第２
条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員等を利用したと認められるとき。 

(3) 法人の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、直接又は間接的に金銭、物品その他の財産上の利益を与え、
便宜を供与し、又は暴力団の維持若しくは運営に協力したと認められるとき。 

(4) 法人の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される関係を有していると認められるとき。 
(5) 法人の役員等が、下請負契約、資材・原材料の購入又はその他の契約に当たり、その契約相手方が前各号のいず
れかに該当する者であることを知りながら、当該契約を締結したと認められるとき。 

２ 前項の規定により契約を解除したときは、契約保証金は、甲に帰属する。 
３ 乙は、契約保証金の納付がなく、第１項の規定により契約が解除されたときは、契約金額の 100 分の 10 に相当す
る額（契約の一部の履行があったときは契約金額から履行部分に対する契約代金相当額を控除して得た額の 100 分
の 10 相当額）を、違約金として甲の指定する期間内に支払うものとする。 
４ 第１項の規定により契約が解除された場合において、乙に損害が生じても、甲は一切賠償の責を負わない。 
５ 第１項各号に該当する疑義が乙に生じた場合は、甲は警視庁と該当の可否に関する情報の交換を行うことができる。 
６ 前各項に定めるもののほか契約解除に伴う措置等については、契約書の関係規定を準用するものとする。 
 
（下請負等の禁止） 
第２条 乙は、この契約の履行に当たり、荒川区契約における暴力団等排除措置要綱（平成２３年９月３０日付２３荒
管経第１２２０号）第３条に基づく入札参加除外措置を受けている者（以下「入札参加除外者」という。）又は荒

川区（以下「区」という。）の入札参加資格を有する者以外の者で区の契約から排除するよう警視庁から要請があ

った者（以下「排除要請者」という。）にこの契約の一部を下請負（二次以降の下請負を含む。以下同じ）をさせ、

若しくは委託を行ってはならない。また、乙はこの契約の下請負もしくは受託をさせた者（以下「下請負人等」と

いう。）が契約履行期間中に入札参加除外措置を受けた場合は、速やかに当該契約の解除をしなければならない。 
２ 乙が、入札参加除外者又は排除要請者のうち、要綱別表第１号に該当する者をこの契約の下請負人等としていた

場合は、甲は乙に対して、当該下請負人等との契約の解除を求めることができる。 
３ 前２項の規定により契約解除を行った場合の一切の責任は、乙が負うものとする。 
４ 甲は、第２項にする契約の解除を求めたにもかかわらず、乙が正当な理由がなくこれを拒否したと認められると

きは、甲が発注する契約から排除する措置を講ずることができる。 
 
（不当介入に関する通報報告） 
第３条 乙は、契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員等から履行妨害等の不当介入又は下請参入等の不当要求
（以下「不当介入等」という。）を受けた場合（下請負人等が暴力団等から不当介入を受けた場合を含む。以下同

じ。）は、毅然として拒否し、遅滞なく甲への報告及び所轄警察署への通報（以下「通報報告」という。）並びに

捜査上必要な協力をしなければならない。 
２ 前項の場合において、通報報告に当たっては、書面にて甲及び管轄警察署にそれぞれ提出するものとする。 
３ 乙は、下請負人等が不当介入を受けた場合は、毅然として拒否し、遅滞なく乙に対して報告するよう当該下請負人
等に指導しなければならない。また、下請負人等から報告を受けたときは、速やかに甲に報告するとともに、警察

に届け出なければならない。 

４ 甲は、乙が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく甲への報告又は管轄警察署への通報を怠ったと
認められるときは、甲が発注する契約から排除する措置を講ずることができる。 



別紙４（第４０条関連） 
 

 

 業務の実施状況及び施設の管理状況等の審査への対応 
区は、指定管理者が適正に業務を実施し、施設の管理運営を行っているか

確認するために、審査を行う。審査項目は、サービス評価、会計手続、労務

状況、経営状況の４項目で、審査結果については、冊子及び区ホームページ

で公表する。 

 

（１）審査資料の提出 

   指定管理者は、協定で指定する書類等（下記「実績報告資料」）を提出期

限までに 区に提出すること。（「保管すべき資料」は、区が提出を求めた際

に迅速に提供できるよう、資料を整備しておくもの） 

 

＜実績評価の評価区分と評価の観点＞ 

評価区分 評価の観点 

サービス内容 協定及び提案内容に基づき、適切に業務が実施されてい

ること 

会計 適正な会計処理がなされていること 

労務 適正な職場環境が保たれていること 

法人決算 適切な経営状況であること 

＜実績報告資料＞ 

評価区分 提出資料 提出期限 

サービス内

容 

・実績報告書（提案した内容を実施したこ

とが分かるもの） 

・利用者アンケート 

・その他、協定で定めるもの 

・翌年度５月 20

日まで 



別紙４（第４０条関連） 
 

 

会計・法人

決算 

＜提出資料＞ 

■施設決算関係 

・決算書 

・決算書項目の明細書（補助元帳） 

・決算書マトリックス表（指定管理者自身

の帳簿科目との関連表） 

■収入関係 

・収入明細書（補助元帳） 

■支出関係 

・人件費明細書（補助元帳） 

・管理運営費明細書（補助元帳） 

・本部経費明細書（補助元帳） 

・本部経費の根拠資料として提案してい

るもの 

・修繕費明細書（補助元帳） 

■法人決算関係 

・法人決算書 

・監査報告書の表紙 

・翌年度５月 20

日まで 

＜保管すべき資料＞ 

■収入関係 

・収入明細書に関する証憑 

■支出関係 

・人件費明細書の証憑（出勤簿、労働者名

簿、賃金台帳、就業規則（給与規程・退職

金規程）、雇用契約書） 

・管理運営費明細書の証憑（契約書、及び

領収書等） 

・修繕費明細書の証憑（契約書、領収書等） 

・本部経費明細書の証憑（根拠資料として

提案しているもの） 

 



別紙４（第４０条関連） 
 

 

労務状況 ＜提出資料＞ 

■労働基準法関係 

・出勤簿、労働者名簿、賃金台帳 

・就業規則の表紙 

・就業規則（給与規程・賃金規程・退職金

規程） 

・その他、就業規則で「別に定める」旨が

規定されている規程等（育児・介護休業規

程等）も含める 

・労働条件通知書（雇用契約書等） 

・36 協定控（時間外・休日労働に関する

協定書） 

・賃金控除協定書 

■各種保険関係 

・社会保険関係（得喪関係書類、算定届出

及び総括表の写し） 

・雇用保険届出控 

・労働保険料申告書控 

・労働保険継続一括関係控 

■その他 

・定期健康診断報告控 

・衛生管理者、産業医の届出控 

・年次有給休暇管理台帳 

・会社の組織図 

・翌年度５月 20

日まで 

・安全衛生推進者・作業主任者修了証の写

し 

・安全委員会・衛生委員会会議録 

・障がい者雇用率 

・障がい者雇用状況報告書の写し 

－ 

その他 法令遵守（コンプライアンス）に関する規

程・取組が 確認できる資料（社内規程、
社内研修の実施状況、専門部署の設置等） 

－ 

 



別紙５（第４２条関係） 
 
（１）指定管理料内訳 

指定管理料 金   額 備     考 
管理運営費 
 

          円 １ 基礎的管理業務 

 ①事業の運営指針の策定とその管理業務 

 ②職員の育成と管理業務 

２ 施設の運転管理 

 ①建築物保守管理業務 

 ②設備保守管理業務 

 ③機材保守管理業務 

 ④プール水質管理業務 

 ⑤駐車場管理運営業務 

 ⑥修繕業務 

 ⑦危機管理業務 

３ 業務の運営管理 

 ①運営業務 

 ②各種協力・支援業務 

 ③利用促進業務 

 ④券売機等管理業務 

 ⑤受付運営業務 

 ⑥事務室業務 

 ⑦傷病人への対応業務 

 ⑧警備業務 

 ⑨清掃業務 

 ⑩教室運営業務 

４ 自主事業の運営管理 

５ 区等が実施する業務への協力 

人件費           円 当該施設の運営に直接的に関わる職員等の人件費 

修繕費 １１，０００，０００円 管理物件 

 
  



 
（２）月別支払額 

区   分 支払額 合計 

４  月  分  

７  月  分  

１０  月  分  

１  月  分  

合     計  

 



暴力団等排除に関する特約条項 
 
 
（暴力団等排除に係る契約解除） 
第１条 委託者は、受託者（受託者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者をいう。以下同じ）
が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除するものとする。この場合においては、何ら催告

を要しないものとする。 
(1) 法人の役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合にはその役員又はその
支店若しくは営業所の代表者をいう。以下同じ）若しくは使用人が、暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員および
暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であるとき、又は暴力団

員等が受託者の経営に事実上参加していると認められるとき。 
(2) 法人の役員等が、自社、自己若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって暴対
法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員等を利用したと認められるとき。 

(3) 法人の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、直接又は間接的に金銭、物品その他の財産上の利益を
与え、便宜を供与し、又は暴力団の維持若しくは運営に協力したと認められるとき。 

(4) 法人の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される関係を有していると認められるとき。 
(5) 法人の役員等が、下請負契約、資材・原材料の購入又はその他の契約に当たり、その契約相手方が前各号
のいずれかに該当する者であることを知りながら、当該契約を締結したと認められるとき。 

２ 受託者は、第１項の規定により契約が解除されたときは、契約金額の 100 分の 10 に相当する額（契約の一
部の履行があったときは契約金額から履行部分に対する契約代金相当額を控除して得た額の 100 分の 10 相
当額）を、違約金として委託者の指定する期間内に支払うものとする。 
３ 第１項の規定により契約が解除された場合において、受託者に損害が生じても、委託者は一切賠償の責を負
わない。 
４ 第１項各号に該当する疑義が受託者に生じた場合は、委託者は警視庁と該当の可否に関する情報の交換を行
うことができる。 
５ 前各項に定めるもののほか契約解除に伴う措置等については、契約書の関係規定を準用するものとする。 
 
（下請負等の禁止） 
第２条 受託者は、この契約の履行に当たり、荒川区契約における暴力団等排除措置要綱（平成 23 年９月 30
日付 23荒管経第 1220号）第３条に基づく入札参加除外措置を受けている者（以下「入札参加除外者」とい
う。）又は荒川区（以下「区」という。）の入札参加資格を有する者以外の者で区の契約から排除するよう警

視庁から要請があった者（以下「排除要請者」という。）にこの契約の一部を下請負（二次以降の下請負を含

む。以下同じ）をさせ、若しくは委託を行ってはならない。また、受託者はこの契約の下請負もしくは受託

をさせた者（以下「下請負人等」という。）が契約履行期間中に入札参加除外措置を受けた場合は、速やかに

当該契約の解除をしなければならない。 
２ 受託者が、入札参加除外者又は排除要請者のうち、要綱別表第１号に該当する者をこの契約の下請負人等

としていた場合は、委託者は受託者に対して、当該下請負人等との契約の解除を求めることができる。 
３ 前２項の規定により契約解除を行った場合の一切の責任は、受託者が負うものとする。 
４ 委託者は、第２項にする契約の解除を求めたにもかかわらず、受託者が正当な理由がなくこれを拒否した

と認められるときは、委託者が発注する契約から排除する措置を講ずることができる。 
 
（不当介入に関する通報報告） 
第３条 受託者は、契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員等から履行妨害等の不当介入又は下請参入等の
不当要求（以下「不当介入等」という。）を受けた場合（下請負人等が暴力団等から不当介入を受けた場合を

含む。以下同じ。）は、毅然として拒否し、遅滞なく委託者への報告及び所轄警察署への通報（以下「通報報

告」という。）並びに捜査上必要な協力をしなければならない。 
２ 前項の場合において、通報報告に当たっては、書面にて委託者及び管轄警察署にそれぞれ提出するものとす
る。 
３ 受託者は、下請負人等が不当介入を受けた場合は、毅然として拒否し、遅滞なく受託者に対して報告するよ
う当該下請負人等に指導しなければならない。また、下請負人等から報告を受けたときは、速やかに委託者

に報告するとともに、警察に届け出なければならない。 

４ 委託者は、受託者が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく委託者への報告又は管轄警察署へ
の通報を怠ったと認められるときは、委託者が発注する契約から排除する措置を講ずることができる。 



別表１(第２７条関係)

令和６年４月１日現在

品　　名 規　　格 現在高

プールスタート台 天板：500×750ｍｍ 7
エアライフル機器 日本ライフル射撃協会公認電子標的及び射座側モニター 5
ビームライフル機器 日本ライフル射撃協会公認電子標的及び射座側モニター 5
遠赤外線ヒーター W1,100　D48　H470mm 3
簡易オストメイト W440×D540×H140mm 8
プールターンボード W:1,980×D:420×H:300mm 7
6人用ロッカー 2列3段、W750×D515×H1900ｍｍ 9
5人用ロッカー 上2列下3列、W750×D515×H1900ｍｍ 22
3人用ロッカー 1列3段、W375×D515×H1900ｍｍ 5
4人用ロッカー 2列2段、W567×D515×H1900ｍｍ 17
ベンチ W1500～1510×D400×H385ｍｍ、座面ポリプロピレン　脚ステンレス 5
3人用障害者用ロッカー 3列1段　車椅子対応、W1125×D515×H1430（±50) 11
8人用ロッカー 2列4段、W750×D515×H1900ｍｍ 4
4人用ロッカー 1列4段、W375×D515×H1900ｍｍ 1
24人用シューズロッカー ３列８段下段ブーツ仕様、W900×D380×H1900ｍｍ 9
16人用シューズロッカー 2列８段　下段ブーツ仕様、W600×D380×H1900ｍｍ 4
シューズオープン棚 8段、W1000×D380×H1900ｍｍ、スチール 11
3人用ロッカー 3列1段、W900×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 1
4人用ロッカーA 2列2段、W567×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 4
8人用ロッカーA 2列4段、W750×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 18
4人用ロッカーB 1列4段、W375×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 6
6人用ロッカーA 3列2段、W900×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 5
6人用ロッカーB 2列3段、W750×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 18
10人用ロッカー 2列5段、W750×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 10
2人用障害者用ロッカー 2列1段　車椅子対応、W1125×D515×H1430（±50)、本体スチール 2
ベンチ W750×D350×H420±10ｍｍ、ラバーウッド集成材 22
収納庫 W900×D515×H1790～1792 6
多人数ロッカー W900xD500xH1752～1756 6
3人用ロッカー 3列1段、W900×D515×H1790～1900ｍｍ 5
8人用ロッカーA 2列4段、W900×D450×H1900ｍｍ 3
6人用ロッカー 3列2段、W900×D515×H1900ｍｍ、本体扉スチール 7
下足棚 ８段、W1000×D380×H1900ｍｍ 2
8人用ロッカーＢ 2列4段、W750×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 12
4人用ロッカー 1列4段、W375×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 3
8人用ロッカーＣ 2列4段、W600×D450×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 9
12人用ロッカー 3列4段、W900×D450×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 13
8人用ロッカーD 4列2段、W900×D515×H1900ｍｍ、本体スチール　扉MDFシート張り 2
シューズオープン棚B 8段、W1000×D380×H1900ｍｍ、スチール 6
8人用ロッカーE 2列4段　下段ｷｬﾘｰﾊﾞｯｸ仕様、W800×D515×H1900ｍｍ、本体スチール 7
貴重品ロッカー W900 ×D300×H1609、暗証番号+取出し番号 1
両替機 W340×D370×H1370、【両替パターン】　千円札→100円×10枚　500円→100 1
券売機 W650×D300×H1600、100口座 2
ロビーチェアー　　３人掛ベンチ W1920xD720xH430xSH430 6
ロビーチェアー W1500xD550xH420 7
座卓 ＷW1800ｘD450ｘH315 11
会議テーブル　 W1800xD600xH720 16
会議テーブル　　幕板棚付　 W1800xD600xH720 34
中軽量ラック W1800xD600xH2100 2
中軽量ラック W1840xD600xH2100 1
演台 W905xD505xH1070 1
ショーケース W900xD450xH１831 1
演台（大体育室用） W1200×D480×H1035 1
花台 W450×D450×H600 2
案内板 Ｗ660ｘＤ430ｘＨ1400 10
テーブル Ｗ750ｘＤ750ｘＨ700 9
間仕切り W900 12
ポスターケース W648×500×1500 2
黒板　回転型　無地 W1915xD628xH1800 15
システム収納　　３枚引き違い戸 W900xD450xH1050 30
システム収納　　2枚引き違い戸 W900xD450xH400 8
システム収納　　オープン W900xD450xH915 1
システム収納　　トレーユニット W900xD450xH915 3
システム収納　　天板 W2100xD900xH25 1
コートハンガー(10人用) W860xD500xH1700 3
コートハンガー(15人用) W1280xD500xH1700 2
会議イス　ハイスツール W415xD415xH770xSH745 2
会議イス　積み重ね式台車 5
2人掛けロビーチェアー W1000xD550xH420 4
ロビーチェアー　　３人掛無 W1790xD495xH430xSH430 1
ロビーチェアー　　４人掛片Ｒ W2520xD720xH430xSH430 2
ロビーチェアー　 W1500xD550xH420xSH420 18

備品一覧表(Ⅰ種)
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品　　名 規　　格 現在高

会議イス　折畳みイス用台車　 W630xD1145xH1880 8
回転イス　　ローバック W495xD720xH950xSH420 4
回転イス　　ロー可動肘 W740xD720xH950xSH420 1
リフレッシュチェア　ミケット W1915xD628xH1800 40
会議テーブル　 W1800xD600xH700 56
会議テーブル　スクエアエッジ W1800xD750xH720 1
会議テーブル　スクエアエッジ W1800xD900xH720 3
会議テーブル　　円形天板 W900xD900xH720 10
全面クロスパネル W800xD54xH1135 5
デスク W1200xD700xH720 14
デスク　 W1400xD700xH720 1
会議テーブル　台車 W2025xD748xH1400 8
傘立て（60本　ダイヤル錠式） W1575xD565xH1025 4
食器棚 W600xD450xH1800 2
パンフレットスタンド W522xD425xH1435 5
ロビーチェアー5人掛け W2550ｘD560ｘH730 2
ラック W940ｘD300ｘH1800 1
傘立て（鍵無し　60本） W910ｘD320ｘH500 2
傘立て（鍵無し　30本） W870×D300×H500 1
パソコンデスク W600ｘD700ｘD670 1
カウンター W900×D400×H900 1
集塵機 W1000×D660×H1130 1
シャワー用車椅子 W570ｘD760ｘH840 2
カウンター　スクエア・ロー W1635xD800xH720 1
カウンター　ラウンド・ロー W1635xD800xH720 2
カウンター　エンドパネル W800xH712 2
オムツ台 W620ｘD850xH910 1
授乳ソファ W1700 D660 H800 SH425 1
ベンチ(FA-7A) 1
ベンチ(FA-7Ｂ) 6
卓球フェンス運搬車 1580x1500x840 5
卓球台　VR-VERIC-W L2740ｘW1525xH760 32
畳運搬車 幅1000　長さ2020　高さ1774mm　 4
柔道用デジタイマー 2
公式畳 ノンスリップシート 240
シッティングバレーボール用支柱カバー 2
兼用支柱 ｲﾝﾃﾞｨｱｶ､ｿﾌﾄﾊﾞﾚｰ兼用 13
カーボン支柱 φ76.3mm 4
シッティングバレーボール用支柱 φ76.3mm　 2
6人制ネット 9500x1000mm 4
シッティングバレーボール用ネット 800ｘ7000㎜ 2
9人制バレーボール用ネット（男子） 11500×1000mm 4
9人制バレーボール用ネット（女子） 10000×1000mm 4
フットサルゴール 3160x1100x2080 3
フットサルゴール用ネット 3
ポールバー整理台 8本掛け 600ｘ1100ｘ800 2
ポールバー整理台 18本掛け600x800x1510 2
審判台 多種目兼用型（バレーボール） 784ｘ754x1572㎜ 4
審判台バドミントン・卓球兼用型 SH1000～1500㎜ 13
バレーバスケ兼用得点板 1525x658x1805 4
バドミントン用得点板 907ｘ2140 1
選手交代表示板（バレーボール） 308ｘ282ｘ295㎜ 4
バドミントンマット+支柱（一式） 7.2ｘ15.4ｍ 1
フットサル用ウエイト15ｋｇ 6個1組　15kg 3
ボール入れ籠 移動車付 幅650　長さ875　高さ670mm 2
支柱カバー 1850x230x275mm 4
フットサルゴール運搬車 W770xL1220 H885 3
24秒計（ショットクロック） ｽﾀﾝﾄﾞ49ｘ45ｘ86cm 3
テニス用支柱 φ76.3　床下300㎜ 3
デジタイマ110X W715×D240×H380mm 1
三連三角鉄棒 3900x1300・H1200 2
平均台 100ｘ3600ｘ450 2
跳び箱（8段） 800ｘ800ｘH1000 2
ロイター板 600ｘ1200ｘH175 2
エバーマット 2000x3000 t300 4
ロングマット 1500x60000 t60 2
トランポリン 2760ｘ4640ｘ1000（ﾌﾚｰﾑ外） 1
補助台　 700ｘ1000ｘ600 1
スポッターマット（補助マット）　 1000ｘ1700ｘ120 1
鏡（教室用姿見） 1006x450ｘ2016 22
アルミ監視台　 1190ｘ1500ｘ1500 1
電気ポリッシャー 1
モップハンガーRC型 W930 xD505xH1375 4
プールクリーナー手動 1
ガーディングボード 1
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品　　名 規　　格 現在高

ポータブル残留塩素計 1
手動蘇生バッグ 1
乾湿両用バキュームクリーナー 1
防水ハンディ温度計 1
自動酸素吸入器 1
プールロボット 1
スポーツタイマー　壁掛け式  2針 60分・60秒計900x900t5㎜ 2
ホースドラム 2
給水ローラー 2
ステンレス車椅子 2
高圧洗浄機 2
スクリーン 2
レスキューベンチ 2
テクセルタオルラック W：920×D：268×H：1644mm 2
精密体重計 2
脱水機　排水設備不要型 370ｘ370ｘ880 1
脱水機　直接排水型 370ｘ370ｘ872 2
コースロープ巻取り器 W1270xD1600H1600 3
水難用メッシュ担架 1
多目的整理棚 W976ｘD400xH1580 3
取水マット 5
クロスラム保温シート 17X7.5m ｔ0.14㎜ 4
クロスラム保温シート 10X9m 2
プールフロア 1000x2000x400 25
プールフロア（小） 600×2000×400mm 15
フロアシート整理台　1100㎜幅専用  W1250 D1100 H1257㎜16本掛け 2
フロアシート W1100　L24000　t1.0㎜ 105
フロアシート巻取器　1100㎜幅専用 W1480 D1080 795㎜ 2
仮設ステージ 2400x1200・H600㎜ 16
ステージ用ステップ※両手摺り付 設置高826～1025 2
スポーツタイマー 900x900 t5㎜ 2
表彰台　  木製 1位台60ｘ60ｘ30ｃｍ2･3位台：60x60x15ｃｍ 1
フロアシート整理台 w900 D1200 H800 6
弓立　 H180ｘ143x60cm 3
矢立　 H61.5 x47x47cm 6
巻藁台 1
巻藁 1
手動横型ブラインド W1870×H2100　※事務室用 4
手動横型ブラインド W1000×H2100　※事務室用 3
手動横型ブラインド W1970×H2100　※クラブ室１用 1
手動横型ブラインド W2960×H2100　※クラブ室１用 1
手動横型ブラインド W1970×H2100　※クラブ室２用 1
手動横型ブラインド W2960×H2100　※クラブ室２用 1
手動ロールスクリーン W1250×H2850※スタジオ用 4
手動ロールスクリーン W1450×H2850　※スタジオ用 4
手動ロールスクリーン W1970×Ｈ4450　※イベントスペース用 6
手動縦型ブラインド Ｗ1970×Ｈ2130　※剣道場用 3
手動縦型ブラインド Ｗ2960×Ｈ2130　※柔道場用 3
手動縦型ブラインド Ｗ1970×Ｈ2130　※剣道場用 3
手動縦型ブラインド Ｗ2960×Ｈ2130　※柔道場用 3
暗幕カーテン W5400×H6430　※小体育室用 5
暗幕カーテン W6300×H2300　※卓球場用 6
暗幕カーテン W780×H2300　※大体育室用 1
暗幕カーテン W900×H2300　※大体育室用 1
暗幕カーテン W1080×H2300　※大体育室用 1
暗幕カーテン W2000×H2300　※大体育室用 1
暗幕カーテン W2480×H2300　※大体育室用 13
暗幕カーテン W3000×H2300　※大体育室用 15
暗幕カーテン W5500×H2300　※大体育室用 7
電動暗幕よこ型ブラインド W3090×H2300 ※4階会議室用 3
電動暗幕よこ型ブラインド W2070×H2300　※4階会議室用 3
音響ワゴン 小体育室用、スピーカー2台含む 1
ルームエアコン 8畳用（喫煙室用） 1
冷蔵庫（２ドア） 片開きタイプ、248 L以上 4
洗濯乾燥機 洗濯容量8.0kg、乾燥容量4.5kg以上 2
テレビ 32型、地上デジタルチューナー2基搭載 1
ワイヤレスアンプ ＣＤプレーヤー内蔵型、SDカード、USBメモリー等外部メディアからの再生機能付 2
ワイヤレスマイク ハンド型 4
ワイヤレスマイク　タイピン型 専用充電器及び充電池付属 2
エレベーターチェア 10年保存用 10人用、W500×D346×H450mm（±50mm可） 3
車椅子 自走式　折りたたみ式　ノーパンクタイヤ使用、介助用ブレーキ付 2
プロジェクタ（スクリーン含む） プロジェクター：3300lm以上、対応解像度規格：XGA、スピーカー搭載 1
子ども用机 W1,200×Ｄ600×Ｈ430～510mm、折り畳み式 2
ベッド W980～1000×D2020～2070×床下H310～350mm、スチール製、約26～33㎏ 1
レジ 印字： サーマルプリンタ方式 、W330～360×D360～425×H205～330mm 2
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品　　名 規　　格 現在高

トランシーバー１※プール用
防水：IP67、通信方式：交互通話/中継通話、送信出力：10mW 、中継器（×
2）、充電池（×4）、充電器（×2）、ACアダプター（×2）

4

 トランシーバー２※館内用 種別：デジタル簡易無線登録局、防水：IPX7、周波数帯：351MHz帯 6
受付番号発券機 前方排出＆引き出し式 1
室内型旗ポールIF用旗バー 長さ1800ｍｍ、ステンレス及び樹脂 3
マンホールトイレ トイレ本体（使用時）：W630～670×D750～780mm　手すり内幅530mm 4
ヒアリングループシステム 受信機10台、受信機収納ケース１台、会場音響設備接続用ケーブル（１ｍ） 1
ウレタン製遊具 funnyzone製　ＳＺ－０１４　※１８個セット 1
ナンバーブロック funnyzone製　ＩＺＳ－００２　一式　※１２個セット 1
ウレタン製マット 1050×1700×190mm 3
ウレタン製マット 1070×1700×190mm 2
黒板 弓道場用 1
下駄箱 弓道場用、和室用 2
展示パネル 78
金庫 耐火 1
ハンドボール用ゴール 脚底部ゴム付、2台1セット 1
得点板 バドミントン用 12
30秒タイマー 2台1セット 2
送風機 3
バスケット台 電動アクチュエーター駆動方式 2
土俵 2
組立式整理棚 スチール製 16
貴重品ロッカー 幅549×高さ1609×奥行401mm 1
卓球台 卓球場用 11
卓球マシーン 卓上タイプ 3
区旗 剣道場、柔道場、弓道場用 3
国旗 剣道場、柔道場、弓道場用 3
武道タイマー 柔道用 1
肋木 壁面固定４欄 2
電子体温計 顔認証型サーマルカメラ　タブレット型 2
ステージ用階段 アルミステップ　幅960mm、段数2段 1
引違い戸棚 ショーケース　W900×D450×H1831 2
大型扇風機 幅680×奥行480×高さ1140mm 1
大型扇風機 幅680×奥行500×高さ1090mm 1
コンピューター HAD-S-KABAA　HAC-R-AL3PA 1
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【別表３】 R7計画

金額

0

常勤給与

非常勤給与

法定福利費

人件費計 0

修繕費 修繕費計 0

広告費

損害保険料

福利厚生費

旅費交通費

研修費

消耗品費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

委託料

賃借料

租税公課

雑費

本部経費

未払消費税

0

荒川総合スポーツセンター　収支計画書

科目

収
入
項
目

指定管理料収入

利用料金収入

自主事業

その他

確保したい利益

収入合計

支
出
項
目

人件費

管
理
運
営
費

管理運営費計

指定管理業務　収支合計



別表４（第４９条関係） 

責任分担表 
 

種類 内容 負担者 

物価変動 賃金水準又は物価水準の変動にともなう経費増 乙 

法令等の変更 本事業に直接関係する法令等の変更 協議事項 

事業中止・延期 
区の指示によるもの 甲 

指定管理者の事業放棄・破綻 乙 

不可抗力 天災・暴動等による履行不能 協議事項 

施設・設備の損傷等 

指定管理者の責めに帰すべき事由の場合 乙 

１件あたり100万円を超えない場合 乙 

上記以外の場合 協議事項 

消耗品・備品等の盗難・紛失 乙 

施設利用者への損害 

指定管理者の責めに帰すべき事由により利用者に損

害を与えた場合 
乙 

上記以外の場合 協議事項 

第三者への損害 

指定管理者の責めに帰すべき事由により周辺住民等

に損害を与えた場合 
乙 

上記以外の場合 協議事項 

※本表に定める事項で疑義がある場合、又は本表に定めのないものについては、甲と乙が協議のう

え決定する。 

 

 

 

 


